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4-4 エンタープライズ

コンテナーと次世代クラウド

森 洋一 ●テクノロジーリサーチャー

コンテナー関連の課題に取り組むスタートアップが登場。クラウドでは
マネージドクラウドやOpenStackが台頭。

　 ITリソースが物理的な利用から、仮想マシン
に代表される論理的な形に移行して久しい。その
ための技術がハイパーバイザーによる仮想化であ
り、その基盤の上にクラウドコンピューティング
が登場してきた。
　今やクラウドを利用すれば、IoT（Internet of
Things）などのビッグデータ処理や、IBMが開発
する会話型意思決定支援（Cognitive Computing）
のWatsonにも対応ができるようになった。さら
に、このところは新たな技術開発が進み、まさに
次世代システムの始まりを予感させる。

■始まるかコンテナーの時代
　新技術として、もっとも関心が高いのはコンテ
ナーだ。これまでのハイパーバイザー型仮想化技
術は、VMwareのESXiやオープンソースのXen、
Linux組み込みのKVM、WindowsのHyper-Vな
どだが、これらはその仮想マシン上にアプリケー
ション用のOSを搭載する。
　しかし良く考えてみると、エンタープライズ利
用ではLinuxユーザーが圧倒的に多い。ならばこ
の2段構えには改良の余地がある。これが改善で
きればリソースや処理上で大きな効率が期待で
きる。
　こうして登場したのがコンテナー技術の
Dockerだ。

■コンテナー技術の系譜
　今や飛ぶ鳥を落とす勢いのDockerだが、その
技術を遡ればIBMメインフレームのパーティショ
ンにたどり着く。一つのOS上にパーティション
を区切るこの方法は、Unix SystemⅤ Release 4
（SVR4）とSunOSが統合されてSolarisとなった
後、2005年、Solaris 10上にSolaris Containers
として実装された。
　その後Linuxが登場し、2008年にLinux 2.6.24
でLXC（Linux Containers）として引き継がれ、
2014年にはDocker 1.0が登場した。同年末には
CoreOSからDockerと競合するrktも現れている。
　ここまでが本流の流れだが、歴史的には、不完
全なパーティションではなくコンテナーとして最
初に実用化したのは、SWsoft（現Parallels）であ
る。2001年、同社はLinuxとWindows OSにパッ
チを当てる形のVirtuozzo Containersをリリース
して、我々をあっと言わせた。

■コンテナーの課題とプレイヤー
　Dockerが注目されるにつれて、課題もはっき
りしてきた。コンテナー管理やネットワーク周
り、ファイル関連などだ。すぐにこれらに挑戦す
るスタートアップたちが登場し、さらにDocker
を効率的に動かす専用OSも次々に出荷、こうし
てエコシステムの形成が始まった。
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●各種の軽量専用OS
　Dockerをより効率的に動かす専用OS、それは
通常のLinuxディストリビューションから不要な
ものを全て外し、コンテナーを動かすだけに特化
した軽量OSである。
　2014年7月、最初にDocker対応OSを打ち出
したのは、Google Chrome OSからフォークし
たCoreOSだ。Linux最大手のRed HatもProject
Atomicを立ち上げ、その成果として、①エンター
プライズ向けコマーシャル版の RHEL Atomic
Host、②そのフリー版CentOS Atomic Host、さ
らに③フリーで将来志向のFedora Atomicをリ
リースした。
　またCanonicalからもSnappy Ubuntu Coreが
出荷。2015年夏にはブートプロセスを改良した
RancherOS βも登場した。

●コンテナーのオーケストレーション
　もうひとつ大事な動きがある。コンテナーオー
ケストレーションのKubernetesだ。
　Googleは2014年11月、Google Cloud Platform
（GCP）上でDockerを実行するサービスGoogle
Container Engine（GKE）を発表した。このサー
ビスは同社が開発したコンテナー制御のクラ
スターオーケストレーションフレームワーク
Kubernetesと連携する。
　Kubernetesがオープンソースプロジェクトと
してローンチすると、すぐに多くのデベロッパー
やベンダーを惹きつけ、本家のDockerやCoreOS、
IBM、Microsoft、Red Hatなどが相次いでサポー
トを表明した。

●エコシステムを作り出すスタートアップたち
　Docker周りのスタートアップの動きも活発だ。
　Dockerのネットワークは基本的にシングルホ
ストが前提である。しかし実際の業務面ではマル

チホスト間のコミュニケーションは欠かせない。
　このため Dockerは 2015年 3月、Docker向
けネットワークを開発していた SocketPlane
を買収した。SocketPlaneでは、ホスト間のト
ンネルにVirtual Extensible LAN（VXLAN）の
OpenvSwitchを採用している。同11月のDocker
1.9で、Multi-Host Networkingが正式にリリー
スされた。
　同時期、ロンドンを拠点とするWeaveWorks
（旧Zettio）もDocker向けにWeaveを開発した。
Weaveでは複数のコンテナーホストにWeave
ルーターをインストールしてピアーネットワーク
のトンネルを確立する。
　もうひとつ、CoreOS の Flannel もある。
CoreOSはGoogleとの関係が深く、両社製品は親
和性が高い。実のところ、このFlannelもGoogle
が Kubernetes連携のために開発していたプロ
ジェクトを引き継いだもので、各コンテナーに
IPアドレスを付与し、SSHで暗号化されたネット
ワーク通信を行う。最新版ではマルチテナント化
やOpen vSwitchなども採用されている。
　ストレージ関連のスタートアップも動いてい
る。ローカルやクラウドなど全てのストレージ
を仮想ブロックプールとして扱うのはPortwork
PWXだ。これは、コンテナー向けのスケールア
ウトストレージに利用ができる。さらに、開発や
本番など利用条件によって変わるプロビジョニン
グも容易となる。
　もう1社、ClusterHQが取り組んでいるのはス
トレージのライブマイグレーションだ。通常、コ
ンテナーアプリケーションを他のコンテナーに移
動させる場合、そのストレージを引き連れること
は出来ない。この課題に対するClusterHQの出し
た答えがFlockerである。Flockerはバックエン
ドにZFS（Zettabyte File System）を利用し、各
コンテナーやホストの間をエージェントで繋い
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で、アプリケーションとデータボリュームを一緒
に移動できる。もちろん、扱うデータボリューム
はローカルでもクラウド上でも構わない。

■始まったコンテナーの標準化
　コンテナーの標準化にも注目が集まってきた。
コンテナーはLinuxカーネルの仮想化機能を利用
している。本家、Linuxからもこの機能を使った
LXCが出ているが、周辺機能が十分とは言い難い。
Dockerはまさにここを先取りして人気を得てき
た。やや遅れて軽量Linuxディストリビューショ
ンのCoreOSも動き出した。同社が初めに公開し
たプロトタイプのコンテナー実行環境はRocket、
その後、rkt（rock-it）と改称し、リリースと同時に
ラインタイムやコンテナーのイメージフォーマッ
ト資料が公開された。こうしてCoreOSの rktが
Dockerに挑戦する構図となった。このような状
況を打開し、コンテナープラットフォームの将来
構想に向けて、2015年6月、Linux Foundation
のガバナンスのもと、rktの公開資料を基本とし
たOpen Container Initiative（OCI、初期名を改
称）が立ち上がった。OCIは発足に際し、「この
2年、コンテナーベースのソリューションへの興
味と利用は急増している。殆どの ITベンダーや
クラウドプロバイダーはその対応を発表してお
り、さらに関連するスタートアップも増えてい
る。このような状況は好ましいことではあるが
課題も多い。特定のクライアントやオーケスト
レーションスタックに依存せず、商用ベンダー
やプロジェクトにも拘束されることなく、さら
にOSやCPUアーキテクチャーなどのハードウェ
ア、そして個別クラウド仕様にも従属されない、
よりフォーマルでオープンな業界標準への対応
が必要となっている」と説明した。プロジェク
トが動き出して、rktのイメージフォーマットと
ランタイムの定義採用が確認されると、すぐに

Dockerから最初の実装として runCがでた。結
果、コンテナーアプリケーションの多くは既存
Dockerとの共存ために改変を加える必要が生
じた。これまでのハイパーバイザーではVMDK
（VMware）やVHD（Microsoft）など普及の進ん
だイメージフォーマットが先にあり、後にDMTF
（Distributed Management Task Force）によっ
て標準のOVF（Open Virtual Machine Format）
が定義されたが、定着したとは言い難い。この
反省から、コンテナーエンジン間のポータビリ
ティーを保証するために、早い時期に標準フォー
マットが制定されたことになる。

■次世代クラウドの傾向
　次にクラウド自身について見てみよう。2006
年にAmazon Web Services（AWS）が動き出し、
同年、Rackspaceもテストサービスを開始した。
その後MicrosoftやGoogleも参戦してクラウド時
代が始まった。
　初期のクラウドでは仮想マシンサポートのIaaS
（Infrastructure as a Service）が人気となり、次
いで開発環境やデータベースをプラットフォー
ムに見立てたPaaS（Platform as a Service）、ア
プリケーションを提供するSaaS（Software as a
Service）へとサービスが拡大した。開発環境の
PaaSでは、Cloud FoundryやIBM Bluemix、Red
Hat OpenShiftがしのぎを削っている。
　しかしクラウドの普及につれて、より一層の市
場拡大のためには、新たな技術やサービスの提供
が欠かせなくなってきた。

■マネージド／デディケーテッド、そしてホス
テッドプライベートクラウド
　周知のように、パブリッククラウド市場で
はAWSが俄然先行している。それにMicrosoft
Azureと Google Cloud Platformが続き、IBM
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SoftLayerが追い上げている。
　トップを走るAWSは、2015年度からその好調
な財務内容を公開した。それによると、2015年
第2四半期の売り上げはオールAmazon.comの
約1/10だが、利益は全社売り上げの半分を占め
て、今やAmazonの屋台骨に成長しつつある。
　しかし、市場を俯瞰すると、パブリッククラウ
ドは新たな市場開拓に迫られている。そこで注目
されているのがマネージド（運用代行）サービス
やデディケーテッド（専用機器）サービスだ。
　パブリッククラウドはセルフサービスによる薄
利多売がビジネスモデルである。低価格と周期的
な機能提供でユーザーを引き寄せ、伸ばした売り
上げで設備投資を行う。このサイクルがAWSの
成功要因だが、故にサポートにコストはかけられ
ない。一方で、より一層のユーザーを引き込むた
めには、十分な IT要員を持たない中小企業や部
門向けのマネージドサービスは欠かせない。もう
ひとつ、パブリッククラウドには共用機器利用か
ら生じるセキュリティやレイテンシーの不安が
ある。
　これに対する回答が専用機器を適用したデ
ディケーテッドサービスだ。大手プロバイダー
にとって、デディケーテッドはともかくマネー
ジドは要員コストを引き上げる。そこに注目
したのがRackspaceだ。OpenStackプロジェク
トをNASA Amesと共にスタートさせ、自らも
OpenStackベースのパブリッククラウドを運営
する、Rackspaceの技術とサポート力は定評が
ある。Rackspaceの徹底したサポートメニュー
Fanatical Supportは、同社クラウドだけでなく、
2015年からAzureやAWSと提携して適用を開始
した。いわゆる、クロスサービスだ。
　これらより以前に、ホスティング業者を中心に
したプライベートクラウドのホスティング市場
も立ち上がっていた。ホステッドプライベートク

ラウドという。彼らは中小のユーザーを得意とす
る。最大手のVirtustreamやDatapipeなどは、自
社クラウド上でホステッドとデディケーテッド
を提供している。またDatapipeは、AWS向けの
マネージドサービスもスタートさせた。彼らのク
ラウドプラットフォームは多様で、Blue Boxは
OpenStackベース、JoyentはSolarisユーザーに
ターゲットを絞ったSolaris Containersベースで
ある。
　こうして、市場開発における彼らの有効性が
解ると、すぐに草刈り場となった。まず2015年
5月にVirtustreamが EMCに買収された。Dell
がその EMCの買収を発表した直後、同年 10
月、VirtustreamはVMwareのクラウドサービス
vCloud AirとVirtustreamのクラウドを扱う新ク
ラウド事業者になることが決まった。
　次いで同6月にはBlue Boxが IBMに買収され
た。同9月にはDatapipeも、AWS移行のコンサ
ルティングとSIを扱うDualSparkに吸収された。

■OpenStackはどこまで伸びるか
　これらの動きの中で、企業のプライベー
トクラウドも活発である。特に OpenStackの
適用は、American Express、Argonne National
Laboratory、AT&T、Best Buy、CERN、Comcast、
Disney、Harvard University、Intel、NEC、NTT
Group、PayPal、Rackspace、WebEx、Wells Fargo
など、大手企業や公的機関などで積極的に進んで
いる。
　OpenStackプロジェクトが始まったのは2010
年。以来、全世界500社以上の企業会員を擁し、
2015年秋のOpenStack Summit Tokyoでは50ヶ
国から約5,000人の参加者が集まった。
　OpenStackはコンピュートエンジンのNova
や、オブジェクトストレージのSwiftなど、多く
のコンポーネントから成り、コンポーネントごと
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にプロジェクトがある。全体のグランドデザイン
もコンポーネント開発も活発な議論によって進め
られる。
　利用ユーザーから見れば、異なる企業ニーズ
は、多様なコンポーネントの選択と改良、さらに
はサードパーティー製品との組み合わせでカバー

できる。標準システムでありながら、十分な柔軟
性を持つ。ここがOpenStackの強みとなってプ
ライベート利用が進む。
　弱点と言えば、多様な構造と年2回のリリース
からくる複雑さだ。このため、Mirantisのような
専用のSI企業も現れた。
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